研修出張様式１

研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　認知症疾患医療センター　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　　生駒　有理

	期　　間　平成27年12月８日～平成27年12月9日

	出張目的　官民協働による地域移行支援研修モデル事業・本研修会

	出 張 先　青森県観光物産館アスパム　5F「あすなろ」


●人材育成の意義と地域移行支援の見える化　　　特定非営利活動法人「じりつ」　岩上　洋一氏
＜人材育成のポイント：人材育成のためのビジョンをもつこと＞

　　　　　　　　　　⑤人材育成を含めた都道府県の仕組みづくりに参画できる人

　　　　　　　　　　　　　　　④　①から③の人材を育成できる指導者

　　　　　　　　　　　　　　　③本人中心の保健医療サービス及び福祉サービスの連携が図れる人


　　　　　　　　　　　　　　　②本人中心のチーム支援ができる人

　　　　　　　　　　　　　　　①本人中心の支援ができる人　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
≪本人の意思の尊重≫←講師からのポイント
“うまくいかないならどうするか”という一緒に考えて取り組んでいく仲間を福祉・医療・行政で作っていくことが重要である。本人中心の支援を基本とした、現場レベルの連携、地域レベルの連携（ネットワーク形成）、施策レベルの連携（施策提言・システム作り）について、それぞれのレベルにおける連携の意味合いを理解して、包括的に機能させることができる人材が必要。
●地域相談の実践ガイドについて　　　　地域生活支援センター　サポートセンターきぬた　　金川　洋輔氏
＜どうして地域移行支援が進まないのか　～流れの確認～＞

　　

※どうしてこれだけの支援が進まないのかが問題点としてあげられている
＜立場・職種を超えた連動が必要＞
[精神科病院]　　　本人の語りを聴き、押し出す関わりをする
[行政機関]　　　　自分の市民の状況把握をすることや医療と福祉を繋ぐ働きをする
[地域の事業所]　病院へ迎えに行く関わりをする。生活支援の課題の発信をする
本人を中心にした支援チームみんなで支える街にしていくことが重要である
＜ストレングス＝課題の考え方＞
　自圏域のストレングスを利用し、出てきた課題をリフレーミングして言い換えていくことで、圏域の目指す姿を明確にすることが出来る。
（例1）「自立支援協議会に部会がない」→自立支援協議会に地域移行部会を作りたい」
（例2）「医療保護入院者が多い」→「退院支援委員会を開催するきっかけが沢山ある」
自圏域の特徴を押さえ、ストレングスや課題を明確にし、顔の見える現場や研修などを行う事が必要である。
●安全安心な地域移行を進めていくためのプロフェッショナルの在り方　公社）日本精神科病院協会常務理事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医財）青仁会　理事長　千葉　潜　氏
＜精神保健福祉行政の歩み＞
明治33年　3月に精神病者の保護に関する最初の一般的法律「精神病者監護法」が公布、同年７月1日から施行された。
明治35年　精神病者救治会が成立
明治41年　44年に「官立精神病院設置」の決議がなされた
大正6年　6月30日精神障害者の全国一斉調査会が行われ、精神病者総数は6万5千人、入院中の物が約5千
　　　　　　に過ぎず、私宅監置を含めて約6万人の患者が医療の枠外にあるという事がわかった
大正8年　精神病院法が可決
　　　　　　・内務大臣は第1条の精神病院に代用するため公私立精神病院を指定することができる（代用精神病院）
　　　　　　・精神病院に入院させるべき精神病者は、監護法によって市区町村長が監護すべき者、罪を犯したもので司法官庁がとくに危険があると認める者、療養の道なき者、地方長官が入院の必要を認める者である
　　　　　　・本法による精神病院に対し建設・設備費の2分の1、運営費の6分の1を国庫が補助する
昭和25年　「精神衛生法」が制定　精神衛生鑑定医制度が設けられた
昭和29年　7月の全国精神障害者実態調査によって、精神障害者の全国推定数は130万人、うち要入院は35万人で、病床はその10分の1にも満たないことが判明
昭和33年　精神病床の許可基準の定数については医師は1/3、看護師は2/3とされた
昭和39年　ライシャワー事件が発生
平成7年　　精神保健福祉法の成立
平成11年　精神障害者地域生活支援センターを法定化
平成15年　「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向」が示された
平成16年　「入院医療中心から地域生活中心へ」　精神病床数の約7万床の減少を促す
平成17年　障害者自立支援法の概要　　三障害一元化
平成25年　障害者総合支援法

平成26年　4月　改正精神保健福祉法が施行　良質な精神医療を提供するための指針
＜不本意な入院療養者を抱えた原因は何か＞
　・国策としての「入院収容主義」
　・現在も続く国策としての「低医療費」
　・国民の無理解・無知
　・保健医療福祉関係者の偏見

　・家族への支援の不足
　・地域生活基盤の未整備
　・地域で支える福祉施策の貧困
　・精神科医療の未熟
　・精神科医療サービス提供者の怠慢・低意識
＜精神科入院医療の適正化と課題＞
①医療的な対象者→高密度の医療を展開
②保護的な対象者→保護（全面的ケア）を中心とした安全を提供
③介護的な対象者→介護サービスへ移行
④福祉的な対象者→障害福祉サービスへの移行
＜精神障害者の特性について＞
①疾病と障害を併存しているということ
②疾病の状況（病状）が障害の程度に大きく影響すること
③病状の安定が、生活能力の維持に欠かせないこと
＜精神障害者福祉の特徴と現行体系の不備＞
・他の2障害とは異なり、すべてが医療（精神科医療）サービスの基盤の上で、地域生活が成り立つ
・基礎となる精神疾患の不安定性・脆弱性などによって、状態や能力程度が大きく変動するため、障害程度が固定化していない
・福祉的なサービスと医療的なサービスとが重層に切れ間なく、症状の軽重を問わない支援体制が必要
・現在の総合法支援法のサービス体系には、これらの要因がほとんど配慮されず、精神障害者の特性に合致するものとなっていない

・精神障害者に必要な新たなサービス体系（精神障害向けの特有な施設や、現行の体系に付加するもの）の構築が必須→現在のサービス＋αが大切である
＜精神障害者に必要な地域福祉のサービス形態＞
・障害程度が中等度から重度の精神障害者には、精神疾患の病状管理とそのための症状などをケアする特別な専門的支援（看護などの専門職対応）が常時必要
＜案　精神科病院に地域連携室の設置・普及＞
精神科病院の医療サービスのインターフェースとして、地域連携室設置が必要（入院期間の短縮や退院先との連携などに寄与）
⇒病院としては出入り口に地域事業者のような者を置きたいと考えている

ＳＷは医療側としての視点と地域側の視点の両方を持ち合わせていなければならない
＜地域移行に必要な要素＞
・意欲の喚起・意思の醸成

・退院に向けた支援・治療
・地域生活の最低限のスキル
・生活可能な金銭収入
・住まいの整備・確保
・地域事業者の支援・サポート
・地域精神科医療サービスの充実
・危険の排除・危機介入の方法
・地域住民の理解・偏見の除去・協力支援など
＜地域移行を進めるための重要な方策～病院側が行うべきこと～＞
・地域での支援についての知識と理解の獲得
・障害程度や内容についての科学的な分析
・分析に基づいた個別の焦点的な治療
・積極的な地域医療サービスの展開
・通院医療の進化、新たな治療体制の構築
＜地域移行を進めるための重要な方策～地域支援側が行うべきこと～＞
・精神疾患に関する知識と理解の習熟
・病状管理と対応技能の向上
・医療との連携体制の構築
地域移行を進めるための方策として他都道府県で行われているのが、中古住居などの福祉目的転用の積極的な緩和である。青森県では前例がないため、考えていく事が必要である。
＜安易な地域移行の生む結果＞
・病状悪化による再入院（再燃すると約7割しか回復しない）
・病状再燃による能力低下・喪失
・自殺や自傷
・他害事故（殺人・傷害・放火など）
・偏見の助長と危険視、排除意識の増強
　個別的に支援する事や対応の仕方を考える事によってリスクマネジメントにもつながる。地域でのトラブルによって偏見が増強していく虞がある。多くの失敗例がある事を理解し、リスクを考えた上での支援が必要となってくる。
●演習1　精障障害がある方の地域移行における職域別の課題や強みと何か
＜ＰＳＷ2グループ＞
①日常業務と課題と感じること
・仕事の優先順位を付けることが難しい
・長く担当している患者様と話せていない
・動きのある人、動かしやすい人から動いている（退院支援等）
・他関係機関とのやり取りに困っている
②職種の強み
・顔が広く、フットワークが軽い
・知識を多く持っている
・多職種や他関係機関とを繋ぐ役割が出来る
・利用者の気持ちの理解者となれる
③解決の為に出来る事
・啓蒙活動
・カンファレンスに挙げられる環境づくり
・自分の固定概念をフラットにする
・話しを聞く時間を作る
・関わってきたスタッフに対応の仕方を聞いてみる
④課題解決までの流れ
・他関係機関に細目に連絡を取る
・地域移行のお願いを事業所にする
・病院の中で説明できるように事業所にきいて知識を得る

「地域移行を推進するため」に、私がしなければならないこと（私の役割）

・病院内または地域、行政との関係づくりのため、連絡をする（各関係機関等）
●演習2　圏域の課題を抽出し、解決や地域移行支援を進めるためにはどうするべきか
＜八戸2＞
①資源やストレングス
・病院が多い（病院が母体となる施設、事業所が多い）
・利用者が様々な事を体験できる施設が多く、選択肢が多い
・顔の見える関係が構築している
・相談の事業所が27ヶ所
これらの事を踏まえ、八戸1グループと協力していき精神障害者の地域移行には各都道府県で行われている住居の紹介やバスの見学ツアーなど宅建協会との連携を行い、住居の案内等のサービスの確保が必要なのではないかと考えた。また、1月に保健所にて会議（予定）があるため、それまでに案をまとめておくこととした。
【全体の考察】

　今回の研修の中では、青森県という枠組みだけでなく、職場の地域や居住区などの「地域を知ること」が一番重要だと感じた。他県から講師を招き、勉強できる機会は少なく、経験を積んでいる専門職から新人まで幅広い職種が集まっていた。各都道府県の精神障害者に対する地域移行への取り組みや地域定着支援を推進するための地域の社会資源や強みについての意見交換の場が多く、自分が普段見落としていた地域の強みがあることを知り、自分が住み慣れた地域であることからこれしかないと、決め付けていることに気づかされ、業務を振り返る機会となった。また、医療機関の退院支援の重要性や各関係機関との連携についても講義があった。退院支援を行うときに相談支援専門員がどのような役割を担うのか、医療機関のPSWとの連携等について事例を交えた話があった。業務で関わる機会が少ない為、相談支援専門員がどのような活動をしているか分からないことが多くあり、具体的に地域移行支援をする上での考え方や他県で行われている取り組みについて知ることができ、医療機関のPSWとしての関わり方について学ぶことができた。
　今回の研修会では、演習としてグループワークが行われていた為、圏域が違うPSWや同じ圏域の多職種とも意見交換や課題について話し合うことができ、ストレングスや課題を共有することができた。課題を解決するための流れを考えていく中で、課題がストレングスにもなりえることを学んだ。支援者として、決め付けることが地域移行支援の妨げになることを学び、声なき声に耳を傾けることが何より重要だと感じた。日頃の業務を行う中では、退院支援の際に先を見越して決め付けるのではなく、ストレングスと課題を見つけ、各関係機関と連携して退院支援を進めていけたらと感じた。
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退院





具体的な退院支援（指定一般等）





個別給付の支給決定（市区町村・指定特定等）





病棟での治療と意欲喚起（病棟等）





この方はどんな具体的な支援をしたら退院できるのか？





この方は地域移行支援を利用した方がいいか？





この方は病棟の支援のみで退院が可能か？


地域移行支援があった方がいいか？








